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１ 人材需要の動向等社会の要請及び経営／マネジメント人材の育成 

岐阜県が抱える課題は，産業やまちづくり，観光など，経済活動や生活を支える様々な分野に存在し
ており，今後さらに深刻化する可能性が高い（詳細は「岐阜大学社会システム経営学環設置の趣旨等を
記載した書類（以下，設置趣旨）」の１（１）を参照）。これらの課題は，岐阜県固有のものではなく，
日本の地域社会が抱える問題でもあり，解決への糸口として，特定の産業や各分野に精通した高度な専
門的知見に加え，デザイン経営的な視点によるマネジメントの要素からアプローチができる能力を備え
た，次世代を担い地域を牽引する人材の育成が求められている。（設置趣旨１（２）参照）。実際に地域
のステークホルダーからは，地域経済の活性化や地方創生の実現に貢献できる人材の育成への期待が表
明されている（添付資料１参照）。 
以上を踏まえ，地域活性化の中核拠点としての活動を可視化しつつ，地域に根差した高等教育機関と
して，活力ある社会システムの実現に貢献できる人材を輩出するために，ステークホルダーからのニー
ズも高い経営／マネジメント教育部門として，「社会システム経営学環」を学部等連係課程制度に基づ
き設置することとした。   
本学環は，既存学部等が今までに取り組んできた事業で培ったノウハウ・実績・地域社会とのつなが
り，教育研究院による柔軟な学内の人的資源のコーディネート，全ての学部・研究科等が１つのキャン
パスにある特徴等を積極的に活かし，さらには地域のさまざまな資源も活用することで，異なる専門分
野間の連携を強め，社会が真に求める課題解決に取り組むため，経営／マネジメント教育を担う教育課
程を構築する（設置趣旨１（２）―３参照）。 
また本学環の教育は，ビジネス・まちづくり・観光の３視点から，新たな発想や実践によって問題を
解決して時代を拓く能力を持つ人材，企業，自治体，各種団体の経営を協働的かつ主体的に担うことが
できる人材を養成し輩出することを目的とする。 
 
 
２ 学生の確保の見通し 

本学は人文・社会科学系学部として地域科学部を有しているが，経営学系などを志望する県内の学生
のニーズには必ずしも応えられておらず，優秀な学生が県外へ流出する一因ともなっている。このため，
地域への人材定着を促進する人材確保・供給機能の強化に向けて一層取り組むことが求められている
（設置趣旨１（１）－２参照）。一方で対象となる高校生の経営／マネジメント分野に対する関心や学
生の確保の見通しに関する具体的な統計資料はない。そのため，本学環の設置に向けて，高校生・高校
教員からのニーズを把握するため，アンケート調査を実施した（添付資料２，３参照）。 
 
（１） 入学定員設定の考え方 

本学は，地域活性化の中核拠点としての活動を可視化しつつ，地域に根差した高等教育機関として，
活力ある社会システムの実現に貢献できる人材を輩出するために，ステークホルダーからのニーズも高
い経営／マネジメント教育部門として，「社会システム経営学環」を学部等連係課程制度に基づき設置
することとした。本学環は，以下の６つの特色ある教育手法（学部横断的教育，アクティブ・ラーニン
グ，課題解決型（PBL型）実習による実践的な学修，往還型教育，混在型教育，COC+事業）を用いる
ことで，学生本位の教育を行う（設置趣旨４（５）参照）。 
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その中のアクティブ・ラーニングにおいては，本学で定められたアクティブ・ラーニングの定義を踏
まえ，社会システム経営学環の全授業科目を対象に，①リフレクション（振り返り・省察），②学修ポ
ートフォリオ，③コメントシート（意見・感想），④グループワーク，⑤プレゼンテーションのアクテ
ィブ・ラーニング５要素の内，少なくとも２つ以上をそれぞれ導入することで，学生の学修意欲の向上
を図る。これらの取組みを実質的及び効果的に行うためには，教員等のきめ細かい支援が必要となる。 
また，課題解決型（PBL型）実習による実践的な学修として，１年次にマネジメント活動実習，２年
次にビジネスデザイン実習，まちづくりデザイン実習，観光デザイン実習を配置し，企業，自治体，各
種団体をフィールドとした実践的な実習を行う。実施に当っては，①それぞれのフィールドで文脈を理
解し，課題発見，解決策の検討，成果の還元を実践的に学ぶ PBL 型授業の実施，②実習あるいは講義
を単独で実施するのではなく，実習とそれに関連する講義が交互に繰り返し行われる往還型教育の実
施，さらには③複数学年の学生が混在して一部の実習を共に行う混在型教育を行う。このような実践的
な実習を行うには，学生一人一人の進捗状況を確認し，その都度適切な指導が求められるとともに，実
習先との入念な事前準備等が必要となる。 
一方，教育の質保証の観点からも，ST比は重要である。本学全体における ST比の 10.2（「岐阜大学
IR 室分析報告（平成 28 年度版）」より）を基準とし算出すると，本学環の 14 名の専任教員が受け持
つ学生数は 143 名，一学年当たり 36名となるが，先述のとおり特色ある教育手法を行うこと及び専任
教員の多くは連係協力学部の教育等も担うことから受け持つ学生数を通常よりも少なくする必要があ
る。 
以上のとおり，教育的視点及び教員組織を踏まえ，本学環の教育効果を最大限に引き出すには，一学
年当たり 30名が適切である。 
なお，通常の学部とは異なる学部等連係課程である本学環では，組織編成上の理由で学生の帰属意識
の醸成を図る必要がある。「インナーブランディングの実施」，「助言教員制度の確実な実施」，「学生間
のコミュニケーション機会の設定」，「共有スペースの確保」により，本学環への帰属意識を持たせ，本
学環で学ぶというモチベーションを維持する取り組みを行うが，特に，「助言教員制度の確実な実施」，
「学生間のコミュニケーション機会の設定」については，小規模であることで，効果をより高めること
ができる（設置趣旨６（３）参照）。 
 
（２） 定員を充足する見込み 

アンケートの結果，非常に多くの高校生が本学環に対して興味関心を持つとともに進学の意向を示
し，入学定員を十分に確保できることが裏付けられた（詳細は「③定員充足の根拠となる客観的なデー
タ」参照）。 
 また，平成 13～29 年度における本学地域科学部を一般入試で志願した学生の併願先は，経済・経営・
商学部を希望する者が 32％となっていること，平成 22～27 年度における岐阜県内の高等学校から進
学した生徒数が多い国立大学経済・経営学部は，滋賀大学経済学部（344 名），富山大学経済学部（175
名），名古屋大学経済学部（153 名），横浜国立大学経営学部（42 名），信州大学経済学部（40 名），神
戸大学経営学部（17名）となっていることからも，経済・経営・商学分野への進学を志す学生は多く，
このような学生が本学環への入学を希望することも推測される。 
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（３） 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

本学環の設置構想にかかる方向性等を確認するため，本学への進学実績を考慮し，最も多くの志願者
が見込まれる岐阜県内高等学校 9校，愛知県内高等学校 3校の２年生 1,746 名に対し，岐阜県高等学校
長協会，愛知県公立高等学校長会等の協力を得て，アンケート調査を実施した（添付資料２参照）。こ
のアンケート調査の結果 12 校 1,746 名（男性 661 名，女性 1,075 名，無回答 10 名）から回答が得ら
れた。 
調査では，本学環に「是非進学したい」と回答した生徒は 86 名（4.9％）で，「進学先の１つとして
検討したい」と回答した生徒 504 名（28.9％）と合わせて，590 名（33.8％）が，本学環への進学の意
向を持っているとの結果が得られた。 
また，岐阜県内高等学校の生徒で国立大学への進学を希望し，学びたい分野が岐阜県内にないと回答
した者は 246 名おり，その者の学びたい分野をクロス集計すると，商学・経済学・経営学が 78名，国
際学が 64 名，法学が 58名となり，岐阜県内に本学環を設置する必要性が読み取れる。 
さらには，本学環の特色の中で，「とても魅力を感じる」，「ある程度魅力を感じる」と回答した生徒
数は有意に差がなく，すべて 50%を超えており，特に多かった項目は，「体系的フィールドワーク」
（64.8%），「観光デザインプログラム」（64.5%）であった。このことから，本学環の教育内容に興味を
持つ生徒が多いことを意味しており，今後，志望する生徒が増える可能性を示唆している。 
 生徒と同じ高等学校の教員に対してもアンケートを行い，155 名の教員から回答が得られた（添付資
料３参照）。岐阜大学に本学環が必要だと思うかという設問に対して，是非必要だと思うが 35 名
（22.6％），必要だと思う 54 名（34.8％）で，あわせると 89 名（57.4％）の教員が本学環の設置につ
いて肯定的であり，本学環への進学を薦めたいかという設問に対して，積極的に薦めたいが 32 名
（20.6％），薦めたいが 60 名（38.7％）で，あわせると 92 名（59.3％）の教員が本学環への進学を生
徒に進めたいと考えていることがわかった。 
「積極的に薦めたい」と答えた教員からはその理由として，「岐阜の活性化のため地域のために学ん
で還元してほしい」，「地域課題に対応した教育がなされるから」，「岐阜に愛着をもってくれる人材が増
える」といった地域への貢献を求める意見や，「経営学を専門とした課程のある国公立大学が近くにな
いため」，「中部エリアにできれば，進学先の幅が広がる」といった経営学に関する地域での進学選択可
能性を示唆する意見もあった。 
 

（４） 学生納付金の設定の考え方 

文部科学省令｢国立大学の授業料その他の費用に関する省令｣に基づき，「岐阜大学授業料等の料金に
関する規程」のとおり設定する。 
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３ 社会的・地域的な人材需要動向を踏まえたものであることの客観的な根拠 

平成 27 年～平成 30 年の本学卒業生の 38.7%が，岐阜県内の企業や自治体等に就職し，地域にとっ
て重要な人材供給機関としての役割を担ってきた。本学環の学生には，社会システムを構成する企業及
び自治体，各種団体等において，課題解決に取り組むことが期待されている。そこで本学環が社会的・
地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠を提示するため，企業及び県内市
町村に対してアンケートを実施した（添付資料４，添付資料５）。 
 
（１） 企業の動向 

岐阜県，愛知県を中心に多くの企業（254 社）にアンケートを実施したところ，153 社（回収率 60.2％）
から回答が得られた（添付資料４参照）。岐阜大学に本学環が必要だと思うかという設問に対して，是
非必要だと思うが 54社（全回答企業数の 35.3％），必要だと思う 91社（59.5％）で，あわせると 145
社（94.8％）が本学環の設置について肯定的であることが分かった。本学環で輩出する学生が身に着け
る能力（としてディプロマ・ポリシー）について，全ての項目において「とても意義を感じる」，「ある
程度意義を感じる」が 70％を超えており，さらに，本学環を卒業する学生について採用の意向を調査
した結果，「積極的に採用したい」が 71 社（46.4％），「採用したい」が 38 社（24.8％）と，合計 109 
社（71.2%）が本学環を卒業する学生の採用に興味を示している。また，本学環の特色の中で，「とても
魅力を感じる」，「ある程度魅力を感じる」と回答した企業数が多かった項目は，「基礎的な学習内容」
（94.1％），「体系的フィールドワーク（91.5％）であった。このことから，本学環に対する企業の要望
は高く，将来的に人材輩出の受け入れ先として期待されることが示唆される。 
 
（２） 自治体の動向 

岐阜県内の市町村（42自治体）にアンケートを実施したところ，回答があったのは20（回収率47.6%）
であった（添付資料５参照）。岐阜大学に本学環が必要だと思うかという設問に対して，是非必要だと
思うが 6（全回答自治体の 30.0％），必要だと思う 14（70.0％）で，合わせると 20 自治体（100.0％）
が本学環の設置について肯定的であることが分かった。本学環で輩出する学生が身に着ける能力（とし
てディプロマ・ポリシー）について，全ての項目において「とても意義を感じる」，「ある程度意義を感
じる」が 70％を超えており，さらに，本学環を卒業する学生について採用の意向を調査した結果，「積
極的に採用したい」が 6（30.0％），「採用したい」が 7（35.0％）と，合計 13 自治体（65.0％）が本学
環を卒業する学生の採用に興味を示している。また，本学環の特色の中で，「とても魅力を感じる」，「あ
る程度魅力を感じる」と回答した自治体が多かった項目は，「基礎的な学習内容」（90.0%），「まちづく
りデザインプログラム」（100.0%），「観光デザインプログラム」（95.0%）であった。本学環の教育内容
とりわけ地方自治に大きく関わるまちづくり・観光に関わる実習を基礎から実践まで実施することに対
する期待が大きいことが示された。 
 
 
４ 学生の確保に向けた今後の取り組み 

アンケートの結果より学生の確保及び社会からの人材需要は，一定の見通しが立つことが予想され
た。しかし自由記述欄において，期待する声が多く記載されている一方で，学部等連係課程制度や既存
大学・学部との違い，本学環の教育内容等の説明不足に対する意見もあった。そのため，今後も本学環
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の教員が高校や企業，自治体へ直接説明する機会等を作るなどして積極的に周知活動を展開する必要が
ある。具体的には以下の様々な取り組みを行う。 
 

（１） 学環案内（リーフレット・パンフレット）の制作・配布 

 通常の学部ではなく学部等連係課程という新たな制度で設置される本学環について高校生や教員，父
兄の理解を得るために，本学環について説明したリーフレット，パンフレットを制作し，配布する。ま
たこれらの資料は，配布する以外に，高等学校等での大学説明会，出前授業で説明資料として使用する。 
 

（２） ウェブサイトでの広報活動 

 本学 HPへの掲載及び本学環HPを新たに作成し，周知を行う。特に，令和２年度中は入試を中心と
した情報提供に努める。 
 
（３） オープンキャンパス 

令和 2 年 8 月に全学で実施予定の本学オープンキャンパスにあわせて，本学環においても教育内容
や入試等について詳細な説明を行うとともに，模擬授業，教員との意見交換により，周知を図る。 
 

（４） 高等学校での説明会，出前授業 

 岐阜県，愛知県の高等学校に対して，本学環の教員が直接出向いて，経営／マネジメント分野の授業
及び本学環の入試，教育内容について説明するとともに，高校生の質問に答える機会を設定する。また，
「岐阜県高等学校長代表者と岐阜大学との懇談会（例年 7 月開催）」において説明の機会を設定し PR
を行う。 
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